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日本放送協会 理事会議事録 

               （平成２８年 ５月１０日開催分） 

  

平成２８年 ５月２７日（金）公表 

 

＜会 議 の 名 称＞ 

理 事 会（持ち回り） 

 

＜会  議  日  時＞ 

 平成２８年 ５月１０日（火） 

 

以下の議案について、堂元副会長、木田専務理事、森永専務理事・技

師長、今井専務理事、坂本理事、安齋理事、根本理事、松原理事、荒木

理事、黄木理事、大橋理事に持ち回り説明し、会長はこれを受けて、審

議事項１、２について原案どおり了承し、報告事項１～３について資料

内容を確認した。 

 

付議事項 

 

１ 審議事項 

（１）退任役員の退職金について 

（２）平成２７年度予算総則の適用について 

 

２ 報告事項 

（１）平成２７年度決算（単体・連結）の速報 

（２）考査報告 

（３）放送番組審議会議事録（資料） 

 

議事内容 

 

１ 審議事項 

（１）退任役員の退職金について 

（秘書室） 
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平成２８年４月２４日付で退任した板野裕爾前専務理事と福井敬前専

務理事、井上樹彦前理事、浜田泰人前理事に対し、「会長、副会長および

理事の退職金支給基準」に基づき、退職金を基準のとおり支給したいと

思いますので、審議をお願いします。 

本件が了承されれば、本日開催の第１２６０回経営委員会に諮ります。 

 

（２）平成２７年度予算総則の適用について 

（経理局） 

平成２７年度決算にあたり、予算総則の適用について、審議をお願い

します。 

 予算総則は、国会承認を受けた収支予算書に定めた予算の流用や建設

費予算の繰越しなど、予算の運用等に関する規定です。 

２７年度の予算総則の適用については、一般勘定の事業収支において、

第４条第１項による予算の流用を行うこととします。また、一般勘定の

資本収支において、第５条第１項と第２項による建設費予算の繰越しと、

第８条による減価償却資金の不足に伴う事業収支差金の受入れ、および

第１０条による事業収支差金の増加額の建設積立資産への繰入れを行う

こととします。さらに、受託業務等勘定の事業収支において、第７条に

よる増収額の振当てを行うこととします。 

本件が了承されれば、本日開催の第１２６０回経営委員会に諮ります。 

 

２ 報告事項 

（１） 平成２７年度決算（単体・連結）の速報 

（経理局） 

平成２７年度決算（単体）について、速報を報告します。 

事業収入は２６年度決算とほぼ同規模の６,８６８億円となり、２７年

度予算に対して３３億円の増収となりました。このうち受信料は６,６２

５億円で、契約件数の増等により前年度に比べ１３１億円の増収、その

他の事業収入は固定資産売却益の減等により１３４億円の減収で、事業

収入全体では前年度に比べ２億円の減少となりました。 

一方の事業支出は、国内放送・国際放送の充実等により、前年度に比

べ１０４億円増の６,５８０億円でしたが、効率的な事業運営等により予

算に対して１９３億円残となりました。 
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この結果、事業収支差金は前年度に比べ１０７億円減の２８８億円と

なり、このうち９億円を建設費に充当し、２７８億円を建設積立資産に

繰り入れる予定です。 

また、ＮＨＫオンデマンドとビデオ・オン・デマンド（ＶＯＤ）事業

者への番組提供に係る放送番組等有料配信業務勘定については、事業収

入は２０億円、事業支出は１９億円となり、事業収支差金は０.６億円の

黒字となりました。 

次に、２７年度決算（連結）について、速報を報告します。これはＮ

ＨＫが自主的に取りまとめて公表しているもので、連結の範囲について

は、連結子会社１３社、および持分法適用会社１社を対象としています。

今回は初めて、単体の決算速報と同時に公表することにしました。 

２７年度連結決算における経常事業収入（売上高）は、ＮＨＫの受信

料等で前年度比８４億円の増収となる７,５４７億円になりました。その

結果、経常事業収支差金（営業利益）は２億円増の２６４億円となりま

したが、２７年度の当期事業収支差金（純利益）は固定資産売却益の減

等により前年度に比べ１１４億円減の３１８億円となり、増収減益の決

算となりました。 

経常事業収入（売上高）の状況については、ＮＨＫは６,８３１億円で、

受信料等により前年度に対して１３５億円の増収となりました。一方、

子会社の売り上げは７１６億円で、前年度に対して５０億円の減収とな

りました。これは、地上デジタル放送の受信障害対策関連業務や映像ソ

フト・書籍販売の減少などによるものです。 

２７年度末における資産合計は１兆１,６１７億円で、前年度に比べ４

１９億円増加しました。自己資本比率は６５.９％と引き続き健全な財政

状態を維持しています。 

なお、速報値のため、金額は変動する可能性があります。 

本件は、本日開催の第１２６０回経営委員会に報告します。 

 

（２）考査報告 

（考査室） 

平成２８年３月２８日から４月２１日までの間に放送した、ニュース

と番組について考査した内容を報告します。 

この期間に、国内放送番組では、ニュース１３項目、番組４２本の考



 
4 

査を実施しました。 

 ニュースの主な項目としては、熊本県熊本地方を震源地に４月１４日

に“前震”、翌々日に“本震”といずれも震度７の強い地震が立て続けに

発生したこと、避難者が急増した避難所では人手不足などで支援物資が

行き渡らないなどの課題があること、広島市で開かれたＧ７（主要７か

国）の外相会合で核軍縮や核不拡散に向けた「広島宣言」を発表したこ

とに加え、核保有国の米英仏３か国の外相が初めて原爆慰霊碑に献花し

たことなどがありました。 

 番組では、アマゾン川の知られざる世界を４Ｋカメラで追う、ＮＨＫ

スペシャル「大アマゾン 最後の秘境（全４回）」の「第１集 伝説の怪

魚と謎の大遡上」（４月１０日放送）、熊本県で相次いだ大地震を緊急取

材した、ＮＨＫスペシャル「緊急報告 熊本地震 活断層の脅威」（４月１

６日放送）、突然、会社から戦力外通告される新たなリストラの実態に迫

った、クローズアップ現代＋（プラス）「“新リストラ時代”到来！？業

績好調なのになぜ」（４月１３日放送）、母や妹を支えつつ、姉妹で生活

総合雑誌を創刊するヒロインの奮闘を描いた連続テレビ小説「とと姉ち

ゃん」の第１・２週（４月４～１８日放送）などを考査しました。 

また、国際放送では、外国人向けテレビ国際放送「ＮＨＫワールドＴ

Ｖ」のニュース３項目と番組２本の考査を実施しました。考査したのは、

韓国総選挙の結果や影響、北朝鮮からの亡命の背景などアジア域内のさ

まざまな動向を紹介する「ＮＥＷＳＬＩＮＥ」の今年度新設コーナー「Ｅ

ＹＥ ＯＮ ＡＳＩＡ」（日本時間４月１１～１５日放送分）などです。ま

た、番組では、日本語の仕組みを分かりやすく解説し、楽しみながら学

べる新たな日本語学習番組「Ｊａｐａｎ－ｅａｓｙ」の第１回・第２回

（日本時間４月１０日、１７日放送）です。 

考査の結果、これらの一連のニュース・番組は、放送法、国内番組基 

準、国際番組基準等に照らし、妥当であったと判断します。 

 

（３）放送番組審議会議事録（資料） 

（編成局） 

編成局と国際放送局から、中央放送番組審議会、国際放送番組審議会、

全国の地方放送番組審議会（関東甲信越、近畿、中部、中国、九州沖縄、

東北、北海道、四国）の平成２８年３月開催分の議事録についての報告。 
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注：放送番組審議会の内容は、ＮＨＫのホームページ「ＮＨＫオンライ

ン」の「経営情報」のなかに掲載しています。 

 

 

 

以上で付議事項を終了した。 

 

 

上記のとおり確認した。 

 

 

      平成２８年 ５月２３日 

会 長  籾 井 勝 人 


